















月16日～）、菅直人内閣（2010年 6 月 ８ 日～）、そして






























































































































































【表 １ 】自由民主党 ・ 教育再生実行本部（本部長 ・ 下村博文衆院議員、下村文科相の誕生に伴

































→ 6 ．2８　いじめ防止対策推進法公布（法律第71号、議員立法、 9 ．2８施行）
→ ８ ． 7 　文科省 ・初等中等教育局長決定「いじめ防止基本方針策定協議会の設置について」（設
置期間は ８ ．13～12．31、座長＝森田洋司 ・大阪市立大学名誉教授ら14人の学識経験者で
構成、 ８ ．13初会合、以後、 9 ． 5 ， 9 ．12， 9 ．20， 9 ．26，10． 2 ，10．11の 6 回計 7回
の会合開催）



















































→ 4 ．25　下村博文文科相、中央教育審議会（会長＝二村明夫 ・新日鉄住金株式会社取締役）に
「今後の地方教育行政の在り方について」諮問
→ 5 ．20　中教審 ・教育制度分科会（分科会長＝小川正人 ・放送大学教授）、上記諮問事項につい
て審議開始（10．11「審議経過報告）発表、年内答申予定、2014年の通常国会に法律改
正案を提出予定。以後、 6 ． 7 ， 6 ．13， 7 ． 1 ， 7 ．17， 7 ．23， ８ ． 7 ， ８ ．22， ８ ．2８，






































































































（ ８ ． 7 可決成立、　
















































































































































































































分 科 会 （＊2000． 5 ．11「分科会
構成案」及び「分科会
の運営について」）























































































































































































































































 平成25年 6 月25日　自由民主党
はじめに
　昨年10月、わが党の安倍総裁は、総裁就任直後か
ら、経済再生と教育再生を日本再生の要として位置
づけ、直属機関として「教育再生実行本部」を発足
させました。その下に「教科書検定 ・採択改革分科
会」を設置し、昨年11月に「中間取りまとめ」を公
表しました。
　教育基本法が改正され、新しい学習指導要領が定
められてから、初めての教科書の検定が小 ・中 ・高
等学校で行われましたが、多くの教科書に、いまだ
に自虐史観に立つなど、問題となる記述が存在して
いる状況であります。
　教育基本法や学習指導要領の趣旨をしっかり踏ま
えた教科書で子ども達が学べるようにするため、第
2期の教育再生実行本部の下に「教科書検定の在り
方特別部会」を設置し、教科書の改善の方策につい
て、更に議論してきたところです。
　昨年11月の教科書検定 ・採択改革分科会での中間
取りまとめを踏まえながら、これまで計 6回に及ぶ
活発な議論を経て、これまでの議論の中間まとめを
まとめました。
　教科書の改善の方策にあたっては、さらに検討す
べき課題も多いことから、引き続き検討を進めてま
いります。
　また、中間まとめの内容のうち早期に対応が可能
なものについては、今後、政府 ・与党一丸となって、
迅速かつ確実に実現させることを強く期待します。
　平成25年 6 月25日
 教科書検定の在り方特別部会
 主査　萩生田光一
 副主査　髙　鳥　修　一
 副主査　松　本　洋　平
 副主査　宇　都　隆　史
「教科書検定の在り方特別部会」
における議論の中間まとめ
〈現状の認識〉
　「教育基本法」が改正され、新しい「学習指導要
領」が定められてから、初めての教科書の検定が小・
中 ・高等学校で行われたが、多くの教科書に、いま
だに自虐史観に立つなど、問題となる記述が存在す
る。
　この点、小中学校の教科書において、伝統文化に
関する題材が取り上げられるなど、教科書改善の成
果もみられるが、特に高等学校の歴史教科書につい
ては、いまだ自虐史観に強くとらわれるなど教育基
本法や学習指導要領の趣旨に沿っているのか疑問を
感じるものがある。
　また、領土問題については、地理では全ての教科
書で記述はなされているものの、我が国が主張して
いる立場が十分に記述されていない。尖閣諸島につ
いては、記述のない教科書が存在する。
　教科書の採択については、特定の教科書を長期に
わたって使い続ける地域が見られるなど、教育委員
会が、入念な調査研究に基づいてその権限と責任を
十分に果たしていないのではないかとの批判がある。
　本特別部会においては、以上の認識の上に立ち、
教育基本法や学習指導要領の趣旨をしっかり踏まえ
た教科書で子ども達が学べるようにするためには、
昨年の教育再生実行本部の教科書検定 ・採択改革分
科会の中間とりまとめを踏まえつつ、以下のとおり、
必要な対応を行うべきである。
教科書検定について
1．教科書検定基準の改善
○　政府見解や確定した判例があるものについて
は、それらをきちんと取り上げさせるようにす
る。
 　諸説ある事項について記述する際には、多数
説 ・少数説、バランスよく取り上げさせるよう
にする。
○　特に、近現代史において、未だ確定的な見解・
学説がない事項については、教科書において確
定的に記述をしないようにする。（例えば、未だ
確定的な見解 ・学説がない旨を教科書に記述し
たり、具体的な根拠を示したり、本文で取り上
げないなどの改善を図る。）
○　引用資料についても、特定の事柄を特別に強
調しないよう改善を図る。
2．教科書検定の手続の改善
○　申請図書の完成度を高めることが重要であり、
例えば、教育基本法と学習指導要領の趣旨をよ
り踏まえた教科書の編修 ・執筆を発行者に意識
させるため、検定の申請の際に、提出させる書
類（編修趣意書など）の改善 ・見直しを行う。
3．教科書検定の透明化
○　教科用図書検定調査審議会委員及び教科書調
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　この「まとめ」をもとに、文部科学省は、2013年11
月15日、教科用図書検定調査審議会に諮ることなく突
然、教科書改革実行プランを発表した。これは従来の
主として文章化されたプランでなく次の【表 7】のよ
うなA 4版 1枚に記されたものであった。
　この「教科書検定基準の改正」「検定手続の透明化」
「検定申請時の提出書類改善」及び「教科書採択の改
善」などを内容とする実行プランは、十分な手続きを
踏まえることなく突然発表されたもので、その内容と
ともにいろいろと問題を含むものである
（７）
。
査官の役割 ・責任を明確にするため教科書検定
について更なる透明化を図る。
教科書採択について
○　教育委員会の調査研究をはじめとした採択手
続について、その実態を検証し、教育委員会制
度の見直しの方向性を踏まえ、教科書採択の権
限と責任が十分に果たされるよう徹底を図る。
○　地域によっては長年にわたり特定の教科書発
行者の教科書が採択され続けている現状に対し、
検討を加える。
その他の課題について
○　時代の変化に対応できる学習指導要領の改訂
について
○　副教材の在り方について
○　教師用指導書の在り方について
○　大学入試センター試験問題の在り方について
○　教科書検定基準における、いわゆる「近隣諸
国条項」の見直しについて
など
今後の課題について
○　教科書の定義、検定、採択を包括する「教科
書法（仮称）」の制定について
【表 ７ 】文部科学省の教科書改革実行プラン（20１3.１１.１５）
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第一八五回
閣第七号
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の
支給に関する法律の一部を改正する法律案
　公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十二年法律第十八
号）の一部を次のように改正する。
　題名を次のように改める。
　　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律
　目次中
　 「第二章　公立高等学校に係る授業料の不徴収（第三条）
　　第三章　高等学校等就学支援金の支給（第四条－第十五条）
　　第四章　雑則（第十六条－第二十条）　　　　　　　　　　　」
を
　 「第二章　高等学校等就学支援金の支給（第三条－第十五条）
　　第三章　雑則（第十六条－第二十一条）　　　　　　　　　　」
に改める。
　第一条中「公立高等学校について授業料を徴収しないこととするとともに、公立高等学校以外の」を削る。
　第二条第一項第一号中「この条及び第四条第三項において」を削り、同項第二号中「次項及び第四条第三項」
を「次条第三項及び第五条第三項」に改め、同項第五号中「第五条及び第七条第一項」を「第四条及び第六条第
一項」に改め、同条第二項及び第三項を削る。
　第二章を削る。
　第四条第一項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第二項第二号中「私立高等学校等」を「高
等学校等」に改め、同項に次の一号を加える。
　三　前二号に掲げる者のほか、前項に規定する者の保護者（学校教育法第十六条に規定する保護者をいう。）そ
の他の同項に規定する者の就学に要する経費を負担すべき者として政令で定める者（以下「保護者等」という。）
の収入の状況に照らして、就学支援金の支給により当該保護者等の経済的負担を軽減する必要があるとは認めら
［資料］
注
1 ）伊藤惇夫『民主党―野望と野合のメカニズム
―』200８年、新潮新書。
2）この外務省告示第31８号の全文は次のようなもので
あった。
 　「日本国政府は、昭和四十一年十二月十六日に
ニューヨークで作成された「経済的、社会的及び文
化的権利に関する国際規約」の批准書を寄託した際
に、同規約第十三条 2（ｂ）及び（ｃ）の規定の適
用に当たり、これらの規定にいう「特に、無償教育
の漸進的な導入により」に拘束されない権利を留保
していたところ、同留保を撤回する旨を平成二十四
年九月十一日に国際連合事務総長に通告した。
 　よって、日本国は、平成二十四年九月十一日から、
これらの規定の適用に当たり、これらの規定にいう
「特に、無償教育の漸進的な導入により」に拘束され
る。
 　平成二十四年九月二十四日
 外務大臣　玄葉光一郎
3）『朝日新聞』2013年11月15日号
4）同上。
5）浪本勝年「教育改革国民会議の正統性を問う」『世
界』2000年11月号。
6）「『三大人事（NHK、五輪、日本版NSC）』で見え
た安倍の隠された野望」『サンデー毎日』2013年12月
８ 日号、及び「安倍帝国、ついに完成」『週刊朝日』
2013年12月 6 日号、参照。
7）「社説　教科書検定　『重大な欠陥』の欠陥」『朝日
新聞』2013年11月15日号、などを参照。
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れない者として政令で定める者
　第四条第三項中「私立高等学校等に」を「高等学校等に」に改め、「私立高等学校等である」を削り、第三章中
同条を第三条とする。
　第五条中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条を第四条とする。
　第六条第一項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第二項中「私立高等学校等」を「高等学校
等」に、「保護者（学校教育法第十六条に規定する保護者をいう。）その他の受給権者の就学に要する経費を負担
すべき者として政令で定める者（以下この項及び第十七条第一項において「保護者等」という。）」を「保護者等」
に改め、同条第三項中「公立高等学校基礎授業料月額」を「地方公共団体の設置する高等学校、中等教育学校の
後期課程及び特別支援学校の高等部の授業料の月額」に改め、同条を第五条とする。
　第七条第二項中「第五条」を「第四条」に、「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第三項中「第五
条」を「第四条」に改め、同条を第六条とし、第八条を第七条とする。
　第九条第二項中「第四条第三項」を「第三条第三項」に、「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条を
第八条とし、同条の次に次の一条を加える。
　（支払の一時差止め）
第九条　受給権者が、正当な理由がなく第十七条の規定による届出をしないときは、就学支援金の支払を一時差
し止めることができる。
　第十四条の見出し中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第一項中「私立高等学校等」を「高等
学校等」に、「第五条」を「第四条」に、「第七条第一項」を「第六条第一項」に、「第八条」を「第七条」に、
「第九条第一項」を「第八条第一項」に改め、同条第二項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に、「第五条」
を「第四条」に、「第七条第一項」を「第六条第一項」に、「第九条第一項」を「第八条第一項」に改め、同条第
三項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に、「第五条」を「第四条」に、「第八条」を「第七条」に、「第九条
第一項」を「第八条第一項」に改める。
　第三章を第二章とする。
　第二十条第二項中「第十七条第一項」を「第十八条第一項」に改め、同条を第二十一条とし、第十九条を第二
十条とする。
　第十八条中「第五条」を「第四条」に、「第七条第一項、第九条第一項」を「第六条第一項、第八条第一項」に
改め、「第十一条第一項」の下に「、第十七条」を加え、同条を第十九条とする。
　第十七条第一項中「（第十四条第一項又は第二項に規定する就学支援金に係る場合にあっては、文部科学大臣）」
を削り、同条を第十八条とし、第十六条の次に次の一条を加える。
　（届出）
第十七条　受給権者は、文部科学省令で定めるところにより、都道府県知事（第十四条第一項又は第二項に規定
する就学支援金に係る場合にあっては、文部科学大臣。次条第一項において同じ。）に対し、保護者等の収入の状
況に関する事項として文部科学省令で定める事項を届け出なければならない。
　第四章を第三章とする。
　　　附　則
　（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十六年四月一日から施行する。
　（経過措置）
第二条　平成二十六年三月分以前の月分の高等学校等就学支援金の支給については、なお従前の例による。
2 　この法律の施行の日前から引き続き高等学校等（この法律による改正前の公立高等学校に係る授業料の
不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（次項において「旧法」という。）第二条第一項に規
定する高等学校等をいう。）に在学する者に係るこの法律の施行の日以後の公立高等学校（同条第二項に規
定する公立高等学校をいう。）に係る授業料の徴収及び高等学校等就学支援金の支給については、なお従前
の例による。
3 　前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧法第三条第二項の交付金の交付につ
いては、なお従前の例による。
　（地方自治法の一部改正）
第三条　地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。
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　別表第一公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十
二年法律第十八号）の項中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関す
る法律」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に、「第五条」を「第四条」に、「第七条第一項、
第九条第一項」を「第六条第一項、第八条第一項」に、「及び第十七条第一項」を「、第十七条及び第十八
条第一項」に改める。
　（地方財政法の一部改正）
第四条　地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）の一部を次のように改正する。
　　第十条第二十九号中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び」を削る。
　（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正）
第五条　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七
号）の一部を次のように改正する。
　別表第一の九十一の項及び別表第二の百十三の項中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校
等就学支援金の支給に関する法律」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に改める。
　（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関
する法律の一部改正）
第六条　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備
等に関する法律（平成二十五年法律第二十八号）の一部を次のように改正する。
　第十九条のうち住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）別表第一の四十七の項の次に次のよう
に加える改正規定、同法別表第三の五の項の次に次のように加える改正規定、同法別表第五第六号の次に
三号を加える改正規定及び同表の次に一表を加える改正規定中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び
高等学校等就学支援金の支給に関する法律」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に、「第七条
第一項」を「第六条第一項」に改める。
　　　　　理　由
　高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を適正に行うため、高等学校等就学支援金の支給について、
保護者等の収入の状況を勘案することとする等の措置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由
である。
